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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第68期
第３四半期
連結累計期間

第69期
第３四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 31,541,082 33,031,254 41,063,275

経常利益 (千円) 2,547,202 2,516,628 2,203,308

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 1,678,388 1,710,074 1,251,927

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,756,450 1,739,435 1,199,355

純資産額 (千円) 17,891,500 18,853,606 17,334,405

総資産額 (千円) 32,957,314 37,581,384 30,521,229

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 133.39 135.90 99.49

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 54.29 50.17 56.79
 

 

回次
第68期

第３四半期
連結会計期間

第69期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 73.81 54.29
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における国内経済は、雇用環境の改善がみられる一方で、企業収益や個人消費は力強

さを欠く状況で推移しており、英国のEU離脱や米国の大統領選挙後に為替の乱高下が生じるなど国際金融市場に混

乱が広がり、先行きへの不安は広がっております。

　この様な状況の中、当社グループは、春夏新製品の市場定着と秋冬新製品の導入を積極的に進めました。また、

各エリアの嗜好に合った製品の重点投入や販売促進等に引続き取組み、当社最大の繁忙期である年末商戦では、全

社一丸となり生産・販売活動に努めてまいりました。しかし、国産するめいかの記録的な不漁に伴い原料価格が高

騰しており、大幅に利益を減少させることになりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高330億31百万円（前年同四半期比4.7％増）、営業利益25

億24百万円（同1.6％減）、経常利益25億16百万円（同1.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益17億10百万

円（同1.9％増）となりました。

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。
　

（食品製造販売事業）

　売上高を製品群別に分類しますと、水産加工製品は、巾着タイプのチーズかまぼこが好調に推移したこと、

「しっとり やわらかあたりめ」などの新製品や、シャキシャキ食感の「茎わかめ」なども売上を伸ばし増収とな

りました。畜肉加工製品は、テレビCMを放映中の「THEおつまみBEEF 厚切ビーフジャーキー」などのジャーキー製

品が引続き好調に推移したことと、「OTSUMAMI牧場 スティックカルパス」や、新製品の「チーズが入った 粗挽き

ソーセージ」などのドライソーセージ製品も売上に貢献したことで増収となりました。酪農加工製品は、新製品の

「３つの味わい おつまみチーズアソート」などのおつまみチーズ製品や、期間限定で発売した「チーズ鱈 本格

チーズフォンデュ味」などのチーズ鱈製品が奏功し、増収となりました。農産加工製品は、沖縄県産超激辛とうが

らし“アカハチ”を使用した「激辛柿の種＆ピーナッツ」などが売上を伸ばし、増収となりました。素材菓子製品

は、酸味をマイルドにした新製品の「甘ずっぱいカリカリ梅 種ぬき」などが好調に推移し、増収となりました。

チルド製品は、ほんのり甘いなめらか食感の「クリーミーくちどけチーズたら 生クリーム」などが売上を伸ばし

ましたが、減収となりました。その他製品は、「うずらの味付けたまご 燻製風味」などのレトルト製品や、「お

つまみセレクション」などのアソート製品が売上を伸ばし増収となりました。

　以上の結果、食品製造販売事業の売上高は328億２百万円（同4.8％増）となりました。

　利益面では、売上は増加したものの、国産するめいかを中心に原材料価格が高騰したことにより、売上総利益は

104億59百円（同1.5％増）に留まりました。

　販売費及び一般管理費は、業務の無駄とりなどあるべきコスト構成を追求するコストコントロールに継続的に努

めたこと等により、80億79百万円（同2.6％増）に抑えることが出来ました。

　この結果、営業利益は23億79百万円（同2.0％減）となりました。

　

（不動産賃貸事業）

　売上高は２億28百万円（同1.1％増）、営業利益は１億44百万円（同5.4％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は375億81百万円（前連結会計年度末比70億60百万円増）となりました。

　資産の部では、現金及び預金、建物及び構築物などが減少しておりますが、受取手形及び売掛金、建設仮勘定、

原材料及び貯蔵品などの増加により総資産が増加いたしました。

　負債の部では、短期借入金などが減少しておりますが、長期借入金、支払手形及び買掛金などの増加により負債

合計は187億27百万円（同55億40百万円増）、純資産の部では利益剰余金の増加等により純資産合計は188億53百万

円（同15億19百万円増）となりました。

　なお、自己資本比率は前連結会計年度末比6.6ポイント減の50.2％となっております。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、３億88百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループでは、自己資金又は借入などにより運転資金及び設備資金の資金調達を行っております。運転資金

については、自己資金及び短期借入金により調達しております。また、設備資金については、自己資金、リース及

び長期借入金などにより調達しております。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,032,209 15,032,209
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。

計 15,032,209 15,032,209 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年10月１日～
平成28年12月31日

－ 15,032,209 － 1,975,125 － 2,290,923
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  2,449,200

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,579,100 125,791 －

単元未満株式 普通株式      3,909 － －

発行済株式総数 15,032,209 － －

総株主の議決権 － 125,791 －
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が４個含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式94株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社なとり

東京都北区王子５丁目５番１号 2,449,200 － 2,449,200 16.29

計 － 2,449,200 － 2,449,200 16.29
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,657,954 3,229,744

  受取手形及び売掛金 ※2  6,796,281 ※2  10,078,701

  商品及び製品 1,016,175 960,368

  仕掛品 665,590 598,224

  原材料及び貯蔵品 2,751,936 4,152,216

  その他 328,194 314,189

  貸倒引当金 △1,249 △1,121

  流動資産合計 15,214,884 19,332,324

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 6,310,333 6,077,894

   土地 5,361,405 5,361,405

   その他（純額） 1,882,753 5,049,745

   有形固定資産合計 13,554,492 16,489,045

  無形固定資産 147,066 143,828

  投資その他の資産 ※1  1,604,785 ※1  1,616,184

  固定資産合計 15,306,344 18,249,059

 資産合計 30,521,229 37,581,384
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※2  3,862,208 ※2  6,169,642

  短期借入金 2,855,000 1,855,000

  1年内返済予定の長期借入金 - 460,040

  未払法人税等 433,738 448,186

  賞与引当金 332,218 346,162

  役員賞与引当金 36,000 27,000

  その他 ※2  3,017,268 ※2  2,940,942

  流動負債合計 10,536,433 12,246,974

 固定負債   

  長期借入金 - 3,686,770

  役員退職慰労引当金 629,079 657,892

  退職給付に係る負債 937,291 946,310

  資産除去債務 4,918 4,918

  その他 1,079,100 1,184,913

  固定負債合計 2,650,389 6,480,803

 負債合計 13,186,823 18,727,777

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,975,125 1,975,125

  資本剰余金 2,290,923 2,290,923

  利益剰余金 14,927,154 16,417,027

  自己株式 △2,095,739 △2,095,772

  株主資本合計 17,097,463 18,587,303

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 258,570 320,990

  為替換算調整勘定 109,081 61,852

  退職給付に係る調整累計額 △130,709 △116,540

  その他の包括利益累計額合計 236,942 266,302

 純資産合計 17,334,405 18,853,606

負債純資産合計 30,521,229 37,581,384
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 31,541,082 33,031,254

売上原価 21,103,355 22,427,278

売上総利益 10,437,727 10,603,976

販売費及び一般管理費 7,871,226 8,079,411

営業利益 2,566,500 2,524,564

営業外収益   

 受取配当金 21,187 22,615

 受取賃貸料 19,450 20,028

 その他 27,710 31,067

 営業外収益合計 68,348 73,711

営業外費用   

 支払利息 14,701 15,425

 賃貸費用 26,295 24,474

 持分法による投資損失 46,574 35,196

 その他 75 6,551

 営業外費用合計 87,646 81,647

経常利益 2,547,202 2,516,628

特別利益   

 固定資産売却益 1,768 -

 投資有価証券売却益 2,104 3,285

 特別利益合計 3,873 3,285

特別損失   

 固定資産除却損 267 508

 特別損失合計 267 508

税金等調整前四半期純利益 2,550,807 2,519,405

法人税等 872,418 809,330

四半期純利益 1,678,388 1,710,074

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,678,388 1,710,074
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 1,678,388 1,710,074

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 72,269 62,420

 退職給付に係る調整額 11,797 14,168

 持分法適用会社に対する持分相当額 △6,004 △47,228

 その他の包括利益合計 78,062 29,360

四半期包括利益 1,756,450 1,739,435

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,756,450 1,739,435

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微で

あります。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(追加情報)

該当事項はありません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

投資その他の資産 15,799千円 15,799千円
 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が、当第３四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

受取手形 －千円 3,316千円

支払手形 －千円 31,317千円

その他(設備関係支払手形) －千円 1,188千円
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(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

減価償却費 674,936千円 685,033千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月８日
取締役会

普通株式 106,954 8.5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月６日
取締役会

普通株式 106,954 8.5 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月９日
取締役会

普通株式 106,954 8.5 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月９日
取締役会

普通株式 113,246 9.0 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

合計 調整額
四半期連結損
益計算書計上
額（注）食品製造販売事業 不動産賃貸事業

売上高      

  外部顧客への売上高 31,315,064 226,017 31,541,082 － 31,541,082

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － －

計 31,315,064 226,017 31,541,082 － 31,541,082

セグメント利益 2,429,287 137,213 2,566,500 － 2,566,500
 

（注） セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

合計 調整額
四半期連結損
益計算書計上
額（注）食品製造販売事業 不動産賃貸事業

売上高      

  外部顧客への売上高 32,802,676 228,578 33,031,254 － 33,031,254

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － －

計 32,802,676 228,578 33,031,254 － 33,031,254

セグメント利益 2,379,979 144,585 2,524,564 － 2,524,564
 

（注） セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更等に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却の方法を同様に変更し

ております。

　なお、当該変更による当第３四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

 １株当たり四半期純利益金額 133円39銭 135円90銭

 (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 1,678,388 1,710,074

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
 四半期純利益金額(千円)

1,678,388 1,710,074

 普通株式の期中平均株式数(株) 12,582,935 12,582,927
 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

第69期(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)中間配当について、平成28年11月９日開催の取締役会におい

て、平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いた

しました。

(1) 配当金の総額 113,246千円

(2) １株当たりの金額 ９円00銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年２月６日

株式会社なとり

取締役会  御中

 

三優監査法人
 

 

代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士   岩   田   亘   人   印

 

 

業務執行社員  公認会計士   河   合   秀   敏   印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社なとり

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社なとり及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

株式会社なとり(E00506)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

